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１．問題の所在

　今日，遠隔教育が学校現場に広がりを見せている。
文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に
関する調査」によれば，遠隔教育を実施している学
校の割合は7.6％（令和元年度調査）から26.7％（令和
２年度調査）へと増加しているという（文部科学省，
2021a）。
　遠隔教育が注目を集めた要因の一つともいえるのが

コロナ禍であろう。2020（令和２）年２月，全国の小
中学校・高等学校・特別支援学校に対して臨時休校要
請が発せられた。自宅から出られない子どもでも，以
前と変わらず学習を続けることができるようにするた
めに，衆目を集めたのが遠隔教育である。文部科学省
は，2020（令和２）年５月，「小中高等学校における
ICT を活用した学習の取組事例」を公表し，優れた遠
隔教育システムの拡充を図った（文部科学省，2020）。
家庭と学校をより円滑に繋ぐための研究も蓄積されつ
つある。古本・黒上（2021）は，Zoom やロイロノー
トを用いた算数授業の開発・検証を通じて，自宅にい
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ても，児童のメタ認知力を向上させることができる可
能性を示した。島ほか（2021）は，Zoom を活用した
中学校数学授業を開発・検証することを通じて，自宅
にいても，生徒は肯定的に協同作業を取り組むことが
できることを実証した。一連の取組・研究が，遠隔教
育の普及に果たした役割は大きい。
　けれども，遠隔教育が教育現場に定着し始めた今だ
からこそ，筆者らは次の課題を提起することとしたい。
それは，「遠隔教育は対面教育のオルタナティブに過
ぎないのか」ということである。上に示した取組・研
究では，ICT 機器こそ活用されているものの，教科
指導の目的・内容は従前のそれと本質的に変わりがな
い。これでは「コロナ禍が収束して授業が対面に戻れ
ば，遠隔授業は必要なくなる」と受け止められかねな
い。昨今の遠隔教育の広がりを一時流行に留めておい
てよいか。遠隔だからこそできる学びの在り方を追究
し，遠隔教育を，現行教育のオルタナティブではなく，
新たな教育の可能性を実現するオプションとして位置
付ける必要性があるのではないか。
　そこで，筆者らは遠隔教育の強みを越境性に求め
る。遠隔教育により，子どもたちは，従来の教室空間
の垣根を越えて，社会的・文化的に異質な他者と出会
うことが可能になった（草原，2022a；草原・吉田，
2022）。背景知や既有知の異なる他者との対話によっ
て生ずる新しい教科指導の可能性を検討したい。
　越境的な遠隔教育を作り上げていくうえで参考とな
るのが，コロナ禍以前の遠隔教育の２つの形態であ
る。一つは，校区間の境界を越えて，学校と学校を
接続する遠隔教育。複数の学級をオンライン上で繋
ぎ，空間を超えて１つの学習集団を作り上げる学びの
形である。これは，過疎化・少子化が進展している地
域で特に注目を集めている。現行の学校規模を維持す
ることが難しい小規模校に通う子どもでも，同年代の
子どもと協働的・対話的な学習ができるようにする
ために遠隔教育がフォーカスされた。文部科学省も，
2015（平成27）年の「人口減少社会における ICT の
活用による教育の質の維持向上に係る実証事業」を
皮切りに遠隔教育の充実を図っており（文部科学省，
2016），2021（令和３）年３月には「遠隔教育システ
ム活用ガイドブック 第３版」を発行した（文部科学省，
2021b）。
　このタイプの遠隔教育に注目した先行研究として横
山ほか（2019）がある。思考活動を支援するツールを
開発・実践することを通じて，小規模校の子どもであっ
ても，遠隔で協調的な思考活動を行えるようにするた
めの方略を模索した。また，新井ほか（2021）は，小
規模校の子どもであっても，遠隔で他者の多様な考え

方に触れることができるようにするために，子どもが
互いの学習履歴を遠隔で相互閲覧できる環境を整え，
その有効性を検証した。こうした研究は，小規模校の
教室空間を，一般的な規模の学校のレベルへ拡張し，
彼らの対話機会を保障した点で意義が認められる。子
どもは，校区の枠組みを越えて多様な他者と交流する
ことができるようになった。一方で，一般の対話的活
動と比較すると，その目的や内容が本質的に変わらな
い点に課題がある。せっかく越境しても，議論の中身
は「どのようにして台形の面積を求めるか」といった
ようなオーソドックスなものである。子どもたちの生
活経験の異同が十分に活かされているとは言い難い。
また，研究関心が小規模校に集中しており，交流相手
校（中規模校・大規模校）の子どもが何をどのように
学んだのかが判然としない。
　もう一つは，教師－非教師間の境界を越えて，学校
と専門家を接続する遠隔教育。卓越した知識や技能を
有する識者がオンライン上で指導助言を行う学びの形
である。先述の「遠隔教育システム活用ガイドブック」
の中でも，「専門家とつないだ遠隔学習」の実践例が
取り上げられている（文部科学省，2021b）。
　このタイプの遠隔教育に注目した研究として松波ほ
か（2012）がある。遠隔によって教室に作文指導のエ
キスパートを招聘することによって，児童の論理的思
考力を向上させる学習方略を提起した。また，岸・久
保田（2012）は，遠隔での青年海外協力隊員と高校生
の交流事例から，海外との交流を通じて，学習者の意
識・態度の変容を促す学習環境デザインを示した。こ
うした研究は，専門家が学校教育へ参入し高度な指導
を行うことを容易にした点に意義が認められる。一方
で，従前の出前授業と比較すると，その目的や内容が
本質的に変わらない点に課題がある。たとえオンライ
ンであっても，情報の非対称性を背景にして，専門家
が子どもに対して教えてあげる構造は変わらない。
　このように，遠隔教育によって越境的な学びの素地
が整っているものの，それを十分に活用できていない
ことが先行研究より示唆される。こうした課題や，後
述する東広島市の社会科地域学習の実態を踏まえて，
筆者らが所属する広島大学教育ヴィジョン研究セン
ターでは，越境性を志向した社会科遠隔地域学習を計
画・実施してきた。「広域交流型オンライン社会科地
域学習」（以下，本学習）である。本学習がもつ越境
性は次の２点に特に表れている。第一に，本学習が，
学校間だけではなく，地域住民や市役所職員，議員，
大学教員といった多様な背景を持った市民（専門家・
実務家）との遠隔接続を意図している点である。教師
－児童間の伝達や，児童－児童間の対話だけでなく，



─ 83 ─

越境的な遠隔教育を子どもはどう受け止めたか
─　東広島市「広域交流型オンライン社会科地域学習」参加児童のアンケート回答から　─

児童－市民間の対話を創出する本学習には，教師の一
斉指導に代わる可能性が予見される。第二に，本学習
は東広島市内の複数の公立小学校をオンライン上で相
互に結び付ける体制をとっている点である。小規模校
から大規模校まで，中山間・沿岸地の学校から市街地
の学校まで，多様な小学校が同時に参加することを意
図している。ここに，小規模校だけにとらわれない，
本学習の射程の広さが読み取れる。多様な生活背景を
持つ児童同士の相互作用による学びの構築が期待され
る。
　これまでにも本学習の成果の一部は既に公表して
きたが（宇ノ木，2022；草原，2022a；草原，2022b；
草原・吉田，2022），本研究では，越境的な遠隔教育
を子どもたちがいかに受け止めてきたかを検討するこ
ととしたい。すなわち，参加児童の所感を手がかりに
本学習を評価し，意図していた越境的な学びが遠隔教
育によってどのように達成されたかを確認する。具体
的には，2021年度実施分に参加した児童が回答したア
ンケート結果の分析を行う。年間10回定期的に遠隔授
業を開催し，そこで学んだ子どもから得た長期的デー
タを検証することにより，本学習の効果を実証的に明
らかにしたい。１年かけて継続的に集めたデータを以
て効果検証を行う試みは，遠隔教育実践を対象とした
研究では他に類を見ない。
　本研究は以下の構成をとる。第２章では，東広島市
の地域的な特色を述べ，それを踏まえて本学習の企画・
運営を概観する。第３章では，本学習で学んだ子ども
の意識を事後アンケートの量的結果から確認する。第
４章では，アンケートの量的結果を，先行研究や児童
の自由記述回答を手掛かりに考察する。第５章では，
本研究の成果と課題を整理したい。

２．東広島市「広域交流型オンライン
社会科地域学習」とは

2.1　学習環境としての東広島市
　東広島市は，1974年に西条町・志和町・高屋町・八
本松町の４町が合併して新設された地方自治体であ
る。賀茂学園都市の構想の下，広島市内から移転する
広島大学を中核としたまちづくりが進んだ。2005年に
は，黒瀬町・河内町・豊栄町・福富町・安芸津町の５
町を編入する，いわゆる平成の大合併が行われた。こ
の合併で，旧賀茂郡を構成していた町が１つの市に統
合され，またそこに隣接する旧豊田郡の一部が取り込
まれた。その結果，広島県のヘソと称される標高300
－500m の豊栄町から瀬戸内海に面する安芸津町まで
包摂される広域都市が誕生した。2022年１月現在，東

広島市の人口は約19万人を数える。
　東広島市には，市立の小学校が33校ある。このうち
西条町や高屋町等の都市化が進んだ地区を除いて，約
３分の２の学校は１学年１学級の編成となっている。
人為的に構築された広域都市であるがゆえに，都市化
と過疎化が進む地域が混在しているところに東広島市
の特色がある。
　学校関係者に対する筆者らの事前の聞き取りでは，
小学校社会科地域学習（第３・４学年）が直面する課
題として以下の点が指摘された。第一に，児童の生活
圏の狭さである。当該学年の児童は，学校が所在する
町内と隣接する町に立地するショッピングセンター等
を中心に生活しており，東広島市全体の認識や市民意
識は乏しいとの言及があった。第二に，教師の地域経
験の低下である。小学校教員は不足の傾向にあり，東
広島市に土地勘のない県外出身者が勤務するケースが
見られること，また県内出身者でも過疎地の学校へは
自家用車で遠距離通勤する者が多く，地域教材を自分
の足で発掘する教材研究は難しいとの声が寄せられ
た。第三に，コロナ禍以降，子どもが集合して地元の
施設を訪ねる社会科見学が中断されたことである。地
域を直接観察する機会は確実に減少した。
　小学校社会科副読本『わたしたちの東広島市』の冒
頭部は，「３年生は自分が住んでいる地域や東広島市
のことを，４年生は広島県のことを中心に学びます」

「“？”や“！”を大切にして，しっかり学びましょう」
と呼びかける。しかし，このねらいを達成する上で，
東広島市の学習環境は障壁が少なくなかった。コロナ
禍は，それに拍車をかけた。
2.2　「広域交流型オンライン社会科地域学習」の企画
と運営
2.2.1　企画の目的
　上述の課題の解決に向けて構想・実践されたのが「広
域交流型オンライン社会科地域学習」であった。本学
習の目的については以下のように説明されている。「広
島大学教育ヴィジョン研究センターが開発した「のん
太の学び場」（東広島市地域学習用デジタルコンテン
ツ）と東広島市教育委員会作成の小学校社会科副読本
を効果的に連携させた広域交流型オンライン社会科地
域学習の実施を通して児童の主体的対話的で深い学び
を創造する」（広島大学教育ヴィジョン研究センター，
2021）。
　この目的に基づいて，小学校，大学，教育委員会が
連携して，小学校第３・４学年の社会科地域学習をター
ゲットとした遠隔教育プログラムが開発された。この
プログラムでは ICT 環境を活用し，離れた土地・施
設の様子を現地に行くことなく見学できる体制が提供



表１　2021年度広域交流型オンライン社会科地域学習における各月の実施概要

─ 84 ─

𠮷田純太郎・宇ノ木啓太・草原和博

された。同環境を活用して，地域の多様性と共通性を
理解し，地域の変化や課題について対話し，協働的に
知識を創造したり，社会に提案したりしていくことが
目指された。
2.2.2　学習の目標・内容・方法
　本学習は，表１のとおり行われた（１）。主題につい
ては，市の作成した地域副読本の目次に基づく学習計
画に合わせて大学の授業者と教育委員会が協議して決
定した。また毎月の目標・テーマに迫るのに効果的で
典型的なフィールド（土地・施設）が選定され，そこ
の様子や人々の声を伝えるライブ中継が行われた。参
加校の児童は，共通の学習課題に取り組むとともに，
タブレットを使って，児童が個人単位で意思表明した
り，学級単位で見解を編集し，伝達・交流したりする
機会が設けられた。
2.2.3　学校の参加と運営システム
　本プログラムは，大学，小学校，フィールドをイン
ターネットで結んだ遠隔授業として実施した。授業全
体の進行は広島大学の草原が担当し，各教室での活動
や指導は学級担任に委ねた。参加校には大学より技術
的サポート員（大学院生等）を派遣し，授業の準備と
運営支援等を行った。進行役の草原は，10月期の実践
までは主に大学のスタジオから参加したが，11月以降
は参加校の１つを訪問して，そこの教室から授業を進
行した。参加校は，６月の試行授業のみ教育委員会が

５校６学級を選定した。７月以降はその都度参加校を
募り，希望校のみで実施された。
　遠隔授業のプラットフォームには，オンライン会議
システム Zoom を採用した。児童は個人端末を用いて
Google フォーム経由で意思表明し，その結果は即座
にフィードバックされた。各学級の見解は，教師用端
末を用いて Google スライドや Google Jamboard に入
力され，共有された。

３．アンケートの量的結果

3.1　アンケートの方法
3.1.1　回答者
　７月期の実践以降，授業終了後，参加校の児童を対
象にアンケートを実施した。本研究では，2021年７月
期から2022年３月期までの回答データ（東広島市内計
25校の小学３・４年生延べ2,288名分）を対象に分析・
考察を行う。
3.1.2　質問項目
　アンケートは計７つの質問項目からなる。質問文な
らびに回答選択肢を表２に示す。アンケートでは，本
学習に期待される成果をもとにして，学習の満足度（問
１），学習に満足した理由（問２），学習に伴う心理的
変化（問３），他校の児童と学習することの是非（問４），
大学教授・大学院生による指導の是非（問５），校外
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学習・遠隔学習のいずれを支持するか（問６），本学
習の感想（問７），について問うこととした。問１か
ら問６までは選択式（単一回答），問７のみ自由記述
での回答を求めている。なお，回答に際しては小学校
名の記載を求めた。
　回答者が公立小学校の中学年児童であることに鑑
み，発達段階を考慮して，アンケートは数分で回答可
能な分量と構成にせざるを得なかった。質問数の少な
さは本研究の課題の一つである。質問紙によって回答
者の心理を推論する際には，複数かつ具体的な質問文
をもって調査を行うことが原則となる（鎌原，1998）。
今回はその点が不十分であり，調査の信頼性・妥当性
に限界は見られるが，調査の内容と方法は教育委員会
と十分に協議し，双方の合意形成を優先したことを付
言しておく。
3.1.3　解析
　χ２検定と Fisher の正確確率検定により，問１から
問６までの回答分布について検討する。具体的には，
実践別（何月の授業を受けたか），支持する学習形態
別（対面がよいか，オンラインがよいか），学校規模
別（小規模校か，中規模校か，大規模校か）に，回
答がどのように分布しているのかを確認することに
より，児童が越境的な遠隔教育をどのように受け止
めているかを推察することとした。なお，χ２検定と
Fisher の正確確率検定のどちらの手法を用いるかは
Cochran のルール（＝期待度数が５未満のセルが全体
の20％以上を占める場合，χ２検定を実施することは
不適切）に則して決定した（Cochran，1954）。なお，

複数回答は全て無効としている。検定には R 二分4.1.3
を用いた。
3.2　アンケートの結果
3.2.1　実践別の回答結果
　まず，本項ではアンケートの回答結果を実践別に確
認する。各月の実践におけるアンケートの回答結果を
表３に示す。Fisher の正確確率検定を実施したとこ
ろ，問１から問６までの全ての質問項目において，各
月間の回答に0.1％水準で有意な偏りがあると認めら
れた。この表から特筆すべきことは，次の４点である。
　第一に，どの実践においても，児童の満足度が高い
点である。問１「「○○○○」について学んだじゅぎょ
うは，どうでしたか。」に対して，「①とても楽しかっ
た」または「②すこし楽しかった」を選んだ児童の割
合は，全ての回で８割を超えた。
　第二に，どの実践においても，各回の目標・内容・
方法に対応する形で，児童が学びに価値を見出して
いた点である。一例として，外国での生活経験のあ
る人へのインタビューを踏まえ，外国人市民のため
のまちづくり政策を児童が提案した１月期の回答を
参照する。問２「なぜ「楽しかった」のですか。」で
は「③話を聞いたり，ようすを見たりできたから」が
37.6％，問３「じゅぎょうの後，どんなことを考えま
したか。」では「④東広島のために自分に何ができる
かを考えるようになった」が27.7％と比較的高い割合
を記録した。聞き取りを通じて外国の社会・文化を知っ
た経験，市役所や市議会に対して政策提言をした経験
が，上記の数値に繋がっているのだろう。このように，



表３　実践別のアンケート回答結果
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各回の授業のねらいは一定程度達成されたものと解せ
られる。
　第三に，どの実践においても，他校の児童や大学教
員・大学院生とともに学ぶことに，多くの児童は肯定
的な態度を示している点である。問４「ほかの学校の
友だちといっしょに学ぶじゅぎょうは，どうでした
か」，問５「大学の先生や大学生が行うじゅぎょうは，
どうでしたか」において，①・②（＝やりたい，うけ
たい）を選択した児童の割合は，全ての回で全体の８
割以上を記録した。

　第四に，どの実践においても，校外に出かけた直接
観察よりもオンラインでの地域学習を支持した児童が
全体の３割前後見られることである。問６「校外に出
かけるじゅぎょうとくらべて，どうでしたか。」で「①
外に行って学ぶほうがよい」，「②できれば外に行って
学びたい」を選んだ児童の割合に注目されたい。学校
の外に足を運んで地域を学びたい児童の方が，まぎれ
もなく多数派ではあったものの，およそ３人に１人の
割合で遠隔学習を擁護する児童がいたことのインパク
トは大きい。



表４　支持する学習形態別のアンケート回答結果

表５　学校規模別のアンケート回答結果
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3.2.2　支持する学習形態別の回答結果
　次に，本項では校外学習支持群（＝問６で①・②を
選択した児童群）と遠隔学習支持群（＝問６で③・④
を選択した児童群）を比較する。
　表４には，支持する学習形態別のアンケート回答結
果を示した。χ２検定によれば，２群の回答分布で有
意な偏りを示したのが問２（χ２ (5) = 23.62, p < .001）
と問３（χ２ (5) = 20.49, p = .001）であった。更に，
残差分析を実施したところ，問２①（p < .001），問
２③（p = .007），問３②（p < .001），問３④（p = 
.010），問３⑥（p = .027）について，期待度数との有
意差があると判断された。以上から，遠隔教育支持群
においては，フィールドでの観察・聞き取りに本学
習の楽しさを感じた児童が比較的多く（問２③），学
習後に校外に出たいと考える児童は少なくなる傾向に
あったと考えられる（問３②）。
3.2.3　学校規模別の回答結果

　最後に，本項では学校規模別のアンケートの回答分
布を検討したい。学校教育法施行規則第41条に基づい
て，学級数が11学級以下の学校を小規模校（計13校），
12学級から18学級の学校を中規模校（計６校），19学
級以上の学校を大規模校（計６校）と区別し，回答傾
向を整理する。
　表５に学校規模別のアンケート回答結果を示した。
学習の満足度（問１），支持する学習形態（問６）に
ついては，異規模な学校間で回答の割合にそれほど差
が見られないと判断された。χ２検定によれば，問１

（χ２ (6) = 2.72, p = .843），問６（χ２ (6) = 6.55, p = 
.365）の回答結果と学校規模はそれぞれ独立であるこ
とが有意に判断された。
　一方で，学習に満足した理由（問２），学習に伴う
心理的変化（問３），他校の児童と学習することの是
非（問４），大学教授・大学院生による指導の是非（問５）
については，回答と学校規模に関連性があると推察さ



表６　アンケート回答結果の整理
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れる。χ２検定を実施したところ，問２（χ２ (10) = 
41.1, p < .001），問３（χ２ (10) = 31.9, p < .001），問４（χ
２ (6) = 13.7, p = .038），問５（χ２ (6) = 19.6, p = .003）
で回答分布の有意な偏りが認められた。
　さらに，残差分析を実施してみると，小規模校問
２①（p < .001），同③（p = .033），同④（p < .001），
大規模校問２①（p = .013），同④（p < .001），小規
模校問３①（p = .022），同⑤（p = .024），同⑥（p < 
.001），大規模校問３①（p = .047），同⑤（p = .020），
同⑥（p < .001），小規模校問４①（p = .034），同②

（p = .015），同④（p = .042），小規模校問５①（p = 
.011），同③（p = .007），中規模校問５③（p = .001），
大規模校問５②（p = .046），大規模校問６①（p = 
.043）について，期待度数と有意差があると判断され
た。
　以上の点から，規模の大きい学校は他校との意見交
換に，規模の小さな学校は知識の習得に，学びの意義
を見出す傾向にあることが推察される。

４．量的結果が意味すること

　以上の結果をまとめると，表６のように整理できる。
アンケートの回答がこのような結果となったのはなぜ
か。問７の自由記述回答（２）や先行研究を手がかりに，
その理由を考察する。
4.1　直接経験を超える経験の創出
　自分の身近な地域を学びの対象とする地域学習で
は，直接経験が重要視されている（新谷，2022）。子
どもたちもまた，自らの目や耳，鼻で東広島市を体感
したいという意欲にあふれていると考えられる。約７
割の児童が校外学習を支持した結果は，それを如実に
表している。実際，自由記述の感想の中にも「しょう
ぼうしょには，みたことのないしょうぼう車がたくさ
んあった。目の前でしょうぼう車を見てみたい」（10
月期），「外でじかでみたほうが楽しいし，じかでみれ
るからできるだけ外でみたい」（１月期）といった記
述が散見された。
　一方で約３割の児童が遠隔学習を支持したのはなぜ

か。遠隔学習支持群には本学習の楽しさを見聞・観察
に見出した児童が多かったことを踏まえ，児童の感想
を検討すると，次の２点が浮かび上がってくる。
　一つは，従前の直接体験では為し得ないことを本学
習で経験したからだろう。防災を学習した９月期の実
践を例に説明しよう。土砂災害が起きた土地の様子を
近くで観察したり，上空から俯瞰したりすることは，
通常の学習環境では不可能に近い。しかし，本学習で
は被災地の様子を地理学者がリポートすることで，あ
るいはドローンによる空撮映像を制作・配信すること
で，土石流が発生しやすい土地の条件を，より当該事
象に焦点化して把握できたようである。ある児童は「災
がいのようすをドローンを使って見れたので分かりや
すかったです。土地の低いところがあぶないと分かっ
た。」（９月期）と述べた。
　もう一つは，従来の直接体験の抱える課題を遠隔学
習は克服できたからであろう。小川・野口（2021）は，
視覚・聴覚・発達障害等により見ること・聞くことに
困難さを感じる子どもに対して，動画字幕表示サービ
スや資料音声読み上げ機能を用いたオンライン学習が
有効であることを示唆しているが，ある児童は次のよ
うな感想を残している。「…（前略）…問６で「インター
ネットのほうがよい」と答えた理由は，わたしは目が
悪いので，外だと遠くだから見えにくいけど，インター
ネットだと画面が近いのでよく見えるからです」（１
月期）。校外学習に出かけても見学先のスペースや児
童数の関係で見たいものが見えない，聞きたい話が聞
けない事態は障害の有無に関わらず起こり得る。しか
し遠隔学習ならば，そのような課題を解消できる。観
察・聞き取り対象を大型提示装置で視聴させることで，
結果的にインクルーシブな教室空間が立ち上がる。遠
隔教育の意義は，従来の直接体験による学びをオンラ
イン上に再現するに留まらないことが示唆された。
4.2　大規模校の児童が異なる主張・意見を認知する
機会の提供
　次に，結果２が導かれた理由を考察する。自由記述
では，「ほかの学校のいけんを聞けてうれしかったで
す。色んな地いきの様子が知れて楽しかったです。あ
りがとうございました」（10月期），「私は，他の学校
の人と考えを伝えあうことができたのがとくによかっ
たです。理由は，いろいろな学校と考えたり，伝えた
りすると，新しい自分のクラスにはなかった考えがう
まれるからです…（後略）…」（１月期），このような
感想が大規模校の児童の記述に見受けられた。これら
の言葉には，議論の質の高さに満足した児童の意識が
表れている。在籍児童数の多い大規模校では普段から
多数の児童と意見交換できる環境にある。しかし本学
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習で行った教室を超える対話は，普段の教室内の対話
とは質を異にする経験になったと解される。多様な学
校の同学年の児童と考えを共有したり，時に主張を闘
わせたりして視野を広げたことが，児童にとって大き
な学びになったものと考えられる。
　以上のことから，議論においては，論者の数よりも，
意見を交わす相手の属性・主張に留意すべきであり，
遠隔教育は異質な他者との交流の機会に価値が見いだ
されることが示唆された。
4.3　小規模校の児童が他のコミュニティについて認
知する機会の提供
　一方で，小規模校は知識の習得に本学習の楽しさを
見出していた。その理由は，小規模校の児童が記述し
た次のような感想に表れているだろう。「わたしは、
〇〇〇（筆者注：店名）が、行ったことなかったから、
いろんなことをしれてうれしかったです。」（７月期），

「それぞれの地区や，いろいろな所に文化・伝統があ
るのを知りました。」（11月期）。本稿2.1でも記述した
とおり，東広島市に住む児童の生活範囲は狭い。まし
て山間部・臨海部の小規模校に通う児童は，都市部の
学校の児童に比べると，社会的事象に触れる機会に乏
しい。スーパーマーケットや駅，大学といった施設の
無い町に住んでいる児童にとっては，本学習で取り上
げた事項の数々はどれも新鮮に感じられたのであろ
う。それゆえ，小規模校の児童は，他校との交流機会
として捉えただけではなく，未知のコミュニティにつ
いて知ることのできる機会として本学習を評価してい
るのではないか。遠隔教育には，馴染みのない地域を
学ぶ機会を子どもに提供し，彼らの狭く閉ざされた生
活圏意識を拡張する可能性があることが示唆された。

５．成果と課題

　①日常生活の中では見聞きできないものを画面越し
に焦点化して観察できる。②普段交わることのない児
童と議論を重ねて新たな知を生み出すことができる。
③日頃行くことのない町について知ることができる。
子どもは本学習をこのように評価した。②は，本学習
を通じて越境的な学びが一定程度達成されたことを示
しうる。対して，①や③が，越境性という筆者らの意
図を越えて導かれた。これらは，遠隔教育を地域学習
の一環として実施したからこそ導出された評価ともい
える。遠隔教育のもつ越境性が実証されたとともに，
遠隔教育の新たな可能性を提示した点に本研究の意義
がある。
　最後に，①から③を踏まえて，遠隔教育によって実
現可能な教科指導の新しいオプションを提示する。こ

こでは，社会科を事例に考えたい。教室内で完結する
社会科が知識・概念の獲得という認知的な目標の達成
に閉ざされる傾向にあったのに加えて，遠隔学習を導
入することで，他者と議論・対話する能力，あるいは
話を傾聴したり，対立を受容・調整したりする公共的
な態度という非認知的な目標を追究していく可能性が
開かれた。とくに教室を越境し，他校の子どもだけで
ない様々な立場・背景の市民とつながる遠隔教育は，
むしろそちらを中心的な目標に設定できる場を用意し
たともいえるだろう。このような社会科教育は，①・
③の特性を活かして，②の特性を追究する遠隔教育を
以て実現されるものである。
　実際2021年度には，「新しい消防分署をどこに・ど
のくらいの規模でつくるべきか」（10月期），「外国人
市民がすみやすい町にするために何をするべきか」（１
月期），「副読本の表紙にはどんな写真がふさわしいか」

（３月期），などの学習課題を軸にした実践を現に行う
ことができた。これらの実践は，画面越しに見知らぬ
施設や土地をポイントを絞って調査・観察することを
通して，利害や関心を異にする，まだ見ぬ他者との市
民的対話を恒常的に実施できる可能性を示唆するもの
である。とくに３月期は，広島市に位置する広島大学
附属小学校と東広島市内３つの小学校の児童が共同し
て地域観察を行い，（東広島市内で生活していると気
づきにくい）東広島市の特色を外から指摘してもらう
ことで，視点を広げる意義や第三者の視点を大事にす
る姿勢を培うことができた。
　こうした学習を実現するうえでは，オンライン学習
環境の整備が欠かせない。再び児童の感想を引用する。

「わたしは，リモートでは画面がかたまったりするの
で，やりにくかったです」（９月期），「ちょっと声が
聞きとりにくいときや，がめんがぼやけたりすること
があったので，少し見にくかったし，目もつかれてし
まいました」（10月期）。これらのコメントが示すよう
に，音声や映像の乱れによる学びの中断は，本学習の
成立を左右する条件となった。遠隔教育の意義を見聞
や対話の機会に求めるならば，このような支障はその
意義を損なう主因となりうる。通信の安定は，遠隔教
育の可能性を引き出すカギであることはいうまでもな
い。
　今後の課題は，信頼性・妥当性の高い質問紙で子ど
もの意識をより詳細に捉えること，本学習に参加した
教師の意識・技術・実践に対する影響を把握すること，
そして同様の結果が東広島市以外の環境下でも認めら
れるかを検証することである。これらの点は，2022年
度に学年を広げて継続実施している広域交流型オンラ
イン地域学習でフォローされることになる。
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【注】

（１）授業計画の細案や使用資料については，広島大
学教育ヴィジョン研究センターが発行する「EVRI
研究プロジェクト叢書」より参照できる。叢書
は広島大学学術情報リポジトリ（https://ir.lib.
hiroshima-u.ac.jp/ja/journal/BERP）で閲覧が可能
である。また，実施された授業の一部は，同センター
が YouTube 上で公開している動画（https://www.
youtube.com/c/EVRI_video）から視聴することが
できる。

（２）以下，「　」の中に児童の感想を引用する。引用
は，注釈がない限りで原文ママである。
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【付記】

　研究成果公表については，広島大学大学院人間社会
科学研究科教育学系プログラム倫理審査合同委員会よ
り，2021年３月31日付でその承認を得ている。
　広域交流型オンライン社会科地域学習の実施にあ
たっては，東広島市教育委員会，参加校及び中継先の
関係機関，住民の皆様より格段のご支援ご協力をいた
だいた。広島大学大学院人間社会科学研究科からは「令
和３年度研究科裁量経費・東広島市連携・広域交流型
オンライン社会科地域学習支援事業」を交付いただい
た。ここに記して御礼申し上げます。


